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平成 27 年 12 月例会：次第（平成 27 年 12 月 26 日開催）

１、会長挨拶

２、報告事項

【会員の状況】 平成 27年 12月

（1） 入会者：なし

   退会者：なし

  異 動：糸島崇博（南草津病院 ⇒ ｹｱﾀｳﾝ南草津）

        

（２） 会員の状況（27 年 12 月）

      Ａ会員：134 名、 Ｂ会員：153 名、  合計：287 名

【総 務 部】

（１）平成２７年度第３期の滋賀県医師会および日本医師会の会費について
口座振替ではない会員には請求書を 12 月中旬に送付するので速やかに振り込み願いたい。

口座振替の会員は 12 月 28 日（月）に指定口座から引き落とすのでご了知願いたい。

（２）アレルギー疾患対策基本法の施行について
アレルギー疾患が国民生活に多大な影響を及ぼしている現状を踏まえ、同疾患対策を総合的に

推進することを目的として、表記の基本法が平成２７年１２月２５日から施行されることとな

った。本法律制定の趣旨はアレルギー疾患対策に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体、

医療保険者、国民、医師その他の医療関係者及び学校等の設置者又は管理者の責務を明らかに

し、アレルギー疾患対策の推進に関する指針の策定等について定めるものである。下記のとお

り、同法における、医療関係者等に関する事項を了知のうえ適切な対応に協力をお願いしたい。

  ①定義

この法律において、「アレルギー疾患」とは、気管支ぜん息、アトピー性皮膚炎、アレルギ

ー性鼻炎、アレルギー性結膜炎、花粉症、食物アレルギーその他アレルゲンに起因する免疫

反王による人の生態に有害な局所的または漸進的反応にかかる疾患であって政令で定める

もの。

②医師等の責務

医師その他の医療関係者は、国及び地方公共団体が講ずるアレルギー疾患対策に協力し、ア

レルギー疾患の重症化の予防及び症状の軽減に寄与するよう努めるとともに、アレルギー疾

患を有する者の置かれている状況を深く認識し、科学的知見に基づく良質かつ適切なアレル

ギー疾患医療を行うよう努めなければならないこと。

  ③学校等の設置者等の責務

  学校、児童福祉施設、老人保健施設、障害者支援施設その他自ら十分に療養に関し必要な行

為を行うことができない児童、高齢者又は障害者が居住し又は滞在する施設（以下「学校等」

という。）の設置者又は管理者は、国及び地方公共団体が講ずるアレルギー疾患の重症化の予

防及び症状の軽減に関する啓発及び知識の普及等の施策に協力するよう努めるとともに、その

設置し又は管理する学校等においてアレルギー疾患を有する児童、高齢者又は障害者に対し、

適切な医療的、福祉的又は教育的配慮をするよう努めなければならないこと。

（３）社団法人向け役員賠償責任保険の加入について報告（総務資料 1）
   平成 28 年 1 月 1日から 1年間加入 金額 5千万円

保険料 168,290 円（内訳 法人151,460 円・役員個人 16,830 円 一人当り 765 円）

役員個人については 765 円を会費請求時に差し引きます

（４）滋賀県難病連絡協議会会員事業所の協力医について報告
   滋賀県難病連絡協議会会員のきらら（穴村・北山田）は北山田診療所・なかよし作業所は こび

らい生協診療所・ しがなんれん作業所（目川）は任医院の先生方に依頼済み なお、報酬に

ついては、現在無償であり今後早急に打ち合わせの予定です
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（５）源泉徴収票作成事務手続きのためのﾏｲﾅﾝﾊﾞｰの提出のお願いについて（総務資料 2）
   理事役員は全員、他の該当者は年 5万円以上（税込）の受給者、

（６）「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による医療の公費負担の取

り扱いについて」の一部改訂について（総務資料 3）

（７）草津市「病児保育事業」の開始について（総務資料 4）

（８）平成２７年度日本医師会死体検案研修会（基礎）の開催について（総務資料 5）

（９）栗東市禁煙治療に関するｱﾝｹｰﾄ調査および禁煙のぼり旗斡旋について（総務資料 6）

（10）看護師等の離職時の届出制度について（総務資料 7）
  本年 10月 1 日より看護師等の人材確保の促進に関する法律に基づき、看護師等の離職時の

届出制度が施行された。そうした中で「届け出た看護職の情報がハローワークや民間職業紹介

事業所へ提供される」、「届け出た情報を元に民間職業紹介事業所が職業あっせんし、求人施設

へ紹介料を請求する」といった誤った情報が流れているとのことである。正しい制度の周知の

ため、今般、日本看護協会中央ナースセンターにおいて周知文が作成されたので、ご了知願い

たい。問合せ先：公益社団法人日本看護協会中央ナースセンター

    労働政策部中央ナースセンター課 電話03-5778-8561

（11）平成 27 年度 滋賀県緩和ケア研修会の開催について（総務資料 8）
   本研修会は申込み期日接近のため 12 月 16 日 FAX 送付致しました

（12）栗東市の４種混合（ｼﾞﾌﾃﾘｱ・百日せき・破傷風・不活化ﾎﾟﾘｵ）予防接種申し込み書兼

予診票について（総務資料 9）

（13）滋賀県医師会の 12 月以降の講演会・研修会等の予定表について（予定表）

（14）県立成人病ｾﾝﾀｰ第 74 回がん診療ｾﾐﾅｰ（県民公開講座）の開催について(チラシ)

（15）認知症のことを詳しく知る県民セミナーの開催について(チラシ)

（16）腎臓病患者保存期学習会「透析を遅らせるために」学習会開催について（チラシ）

【学 術 部】

［医療安全］

（１）医薬品・医療機器等安全性情報第 328 号について
   （日医雑誌 平成 28 年 1月号掲載予定）

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iyakuhin/iyaku/index.html

〔掲載内容〕

  １．酸化マグネシウムによる高マグネシウム血症について

酸化マグネシウムによる高マグネシウム血症は、平成24年4月から平成27年6月までに29例（う

ち死亡4例）報告され、このうち19例（うち死亡1例）は酸化マグネシウムの服用と因果関     

係が否定できない症例であり、専門家による検討を行った結果、高齢者（65歳以上）や便秘症

の患者が多く、腎機能が正常な場合や通常用量以下の投与であっても重篤な転帰をたどる例が

認められた。また、その多くは意識消失等の重篤な症状があらわれるまで高マグネシウム血症

の発症に気づかなかったとのことである。

ついては、医療関係者は以下の点について更なる注意をお願いしたい。

①酸化マグネシウムの使用は必要最小限にとどめること。

②長期投与又は高齢者（65以上）に投与する場合には、定期的に血清マグネシウム濃度を測定

するなど高マグネシウム血症の発症に十分注意すること。

③高マグネシウム血症の初期症状（嘔吐、徐脈、筋力低下、傾眠等）が認められた場合には、

服用を中止し、医療機関を受診するよう患者に指導すること。

２．医薬品等副作用被害救済制度の概要と医薬品の使用が適正と認められない事例について

近年、医薬品副作用被害救済制度における請求件数は増加しているが、本制度の認知率は低

く、医薬品の副作用による健康被害を受けながらも本制度の存在を知らないために請求に至

らないことが推察される。

ついては、医療関係者におかれては、患者又は家族に対し、本制度について情報提供並び

に健康被害者の請求に係る診断書の作成等にご協力をお願いしたい。また、本制度における

不支給件数の割合は 15％であった。不支給となった事例について、以下を参照願いたい。

＜不支給の事例＞
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①承認された用法・用量を遵守せず使用された事例

②救済対象除外医薬品を使用した事例（がんその他特殊疾病に使用されることが目的とされて

いる医薬品であって、厚生労働大臣が指定するものについては救済対象医薬品から除外され

ている。）

③必要な検査が実施されていない事例（医薬品の使用に当たり添付文書で規定された検査が未

実施）

④「禁忌」に該当する患者に使用された事例

⑤医師の指示によらず、自己判断で服用した事例

３．妊娠と薬情報センターについて

妊娠中に使用した医薬品の影響について不安をもつ妊婦等に対して、妊娠と薬情報センター

を紹介いただきたい。

妊娠と薬情報センター（国立成育医療研究センター内） https://www.ncchd.go.jp/kusuri/

４．重要な副作用等に関する情報

（1）アスナプレビル、ダクラタスビル塩酸塩

５．使用上の注意の改訂について（その 269）

ガランタミン臭化水素酸塩、デュタステリド、セフトリアキソンナトリウム水和物、ロキシ

スロマイシン、一般用医薬品酸化マグネシウムを含有する潟下薬

６．市販直後調査の対象品目一覧

（２）医療事故情報収集等事業医療安全情報 No108 回 ｱﾄﾞﾚﾅﾘﾝの濃度間違い

（３）向精神薬の適正流通及び管理に関する監視指導の強化について
今般東京都内の診療所の医師が、大量の向精神薬を営利の目的で不正に譲り渡す事件が発生し、

関東信越厚生局麻薬取締部が同人を麻薬及び向精神薬取締法違反で逮捕した。

ついては、厚生労働省から各地方厚生局等に対して、以下事項を留意のうえ向精神薬の不正流

通の疑いを認知した場合には厳正に対処するよう通知がされた。

＜留意事項（医療機関関連を抜粋）＞

①ある時期を機に向精神薬の購入量が不自然に増加した病院、診療所、薬局等に対し、監視指導

を強化すること。

②施設規模と合致しない量の向精神薬又は標榜診療科目と合致しない向精神薬を購入している

病院、診療所等に対し、監視指導を強化すること。

（４）抗インフルエンザウイルス薬の使用上の注意に関する注意喚起の徹底について
抗インフルエンザウイルス薬投与後の異常行動の発現について、これまでと同様の注意喚起を

引き続き徹底することが適当と判断したことから、厚生労働省 HP の平成 27 年度「今冬のイン

フルエンザ総合対策について」及び「インフルエンザＱ＆Ａ」で注意喚起を行う。

ついては、医療機関においては、インフルエンザ罹患時の異常行動の発現についての注意喚起

に協力をお願いしたい。

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansensh

ou/infulenza/

（５）医薬品の「使用上の注意」の改訂について 【日医常任理事通知（法安 144】

    下記医薬品の使用上の注意事項が改訂された。詳細は、医薬品医療機器総合機構「ＰＭＤＡ医

療安全情報」のページに掲載されているのでご確認いただきたい。

http://www.pmda.go.jp/safety/info-services/drugs/calling-attention/revision-of-precau

tions/0293.html

☆平成 27 年 11 月 24 日付け

①ホメピゾール、②ニボルマブ（遺伝子組換え）、③レンバチニブメシル酸塩、④エルビテ

グラビル・コビシスタット・エムトリシタビン・テノホビル ジソプロキシルフマル酸塩

☆平成27年11月26日付け

①オムビタスビル水和物・パリタプレビル水和物・リトナビル

[生涯教育]

（１）日本医師会より「日医生涯教育認定証」の送付について（学術資料 1）
   認定証（該当者 9名）は例会資料に同封いたしました

（２）草津栗東医師会 12 月例会時学術講演会の開催について
   日時：27 年 12 月 26 日（土）17:00～18:00 後、情報交換会あります

会場：ホテルボストンプラザ草津 ３階ﾘﾝｶｰﾝﾎﾞｰﾙﾙｰﾑ
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演題：「泌尿器科疾患の最近の話題～過活動膀胱と前立腺がんについて～」

講師：滋賀医科大学泌尿器科学講座 教授 河内 明宏 先生

【保 険 部】
≪保険関係連絡事項≫

（１）使用薬剤の薬価（薬価基準）の一部改正等について （保険資料 1）

   （概要は県医師会報 12 月号「保険」のページに掲載予定（日医雑誌平成 28 年 2 月号掲載予定）

   ※厚生労働省ホームページに掲載済

     http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T151125S0030.pdf

     
   ※日医ホームページのメンバーズルーム内、医療保険の「医薬品の保険上の取扱い等」のコー

ナーに掲載される予定

     http://www1.med.or.jp/japanese/members/iryo/tekiyo

（２）薬価基準及び掲示事項等告示の一部改正について 【日医発第 868 号（保 142）】

   （概要は県医師会報 12 月号「保険」のページに掲載予定（日医雑誌平成 28 年 2 月号掲載予定）

   ※厚生労働省ホームページに掲載済

     http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T151127S0020.pdf

     
   ※日医ホームページのメンバーズルーム内、医療保険の「医薬品の保険上の取扱い等」のコー

ナーに掲載される予定

     http://www1.med.or.jp/japanese/members/iryo/tekiyo

（３）検査料の点数の取扱いについて 【日医発第 771 号（保 130）】

    （新たに保険適用が認められた検査−平成 27年 11 月 1日適用−）

    （県医師会報 12 月号「保険」のページ掲載予定）（日医雑誌平成 28 年１月号掲載予定）

   ※厚生労働省ホームページに掲載済

     http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T151102S0030.pdf

     
   ※日医ホームページのメンバーズルーム内、医療保険の「新たに保険適用が認められた検査・

医療機器等」のコーナーに掲載される予定

     http://www1.med.or.jp/japanese/members/iryo/tekiyo

（４）医療用医薬品の流通改善について 【日医発第 841 号（地Ⅰ245）（保 140）】

    （概要は県医師会報 12 月号「保険」のページに掲載予定）

（５）社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）導入による労災年金の請求書等の取扱

いに係る周知依頼について 【日医常任理事通知（保 139）】

    （概要は県医師会報 12 月号「保険」のページに掲載予定）

（６）医療機器の保険適用等について 【日医発第 869 号（保 143）、日医事務連絡（保 144）】

    （概要は県医師会報平成 28 年 1 月号「保険」のページに掲載予定）

   ※厚生労働省ホームページに掲載済

     http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T151207S0020.pdf

（７） 共済組合員証の無効について

①財務省共済組合名古屋国税局支部（保険者番号 31230188）

記号・番号 無効年月日 無効事由 備 考

125-220197 H27.11.24 紛失のため ・組合員はS.35.2.22生まれ

  ②法務省共済組合近畿地方更生保護委員会支部（保険者番号 31270085）
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記号・番号 無効年月日 無効事由 備 考

113-20003030 ― 亡失のため ・当該組合員は大阪府大阪市在住

113-20000360 ― 亡失のため ・組合員はS37.6.14生まれ

・組合員被扶養者はH6.6.4生まれ、

H8.9.4生まれ

③裁判所共済組合大津支部（保険者番号 31250152）

記号・番号 無効年月日 無効事由 備 考

125-220197 H27.11.24 紛失のため ・組合員はS35.2.22生まれ

・組合員被扶養者はH16.8.16生まれ

    （県医師会報 12 月号「保険」のページに掲載予定）

（８）年末年始に係る長期投与について

    （県医師会報 12 月号「保険」のページに掲載予定）

・長期の旅行等特殊の事情がある場合において、必要があると認められるときは、１回 14 日分

を限度とされている内服薬又は外用薬についても、旅程その他の事情を考慮し、必要最小限

の範囲において、１回 30 日分を限度として投与して差し支えない、とされている

   ・「長期の旅行等特殊の事情」とは①年末年始、②連休（ゴールデンウィークに限る）、③海

外への渡航（国内長期旅行は認められない）を指す

（９）予防接種の費用の取扱い、および抗インフルエンザ薬を予防目的で投与する際

の留意点について

    （県医師会報 12 月号「保険」のページに掲載予定）

【公衆衛生部】

（１）平成２７年度救急医療関係者合同研修会の実施について（公衆衛生資料 1）
実施時期は 28 年 2月 1日（月）および 8日（月）の 2回であり時間は 14:00～15:30 まで

会場は済生会滋賀県病院 5階なでしこﾎｰﾙ、演題は「京滋ドクターヘリの現状と課題」と題し

講師は済生会滋賀県病院救急救命ｾﾝﾀｰ副ｾﾝﾀｰ長兼救急集中治療科 部長 塩見直人 先生

現在 fax にて募集中である、医療救護班員の先生は積極的にご参加ください。

［地域保健］

（１）ヒトパピローマウイルス感染症の予防接種後に症状が生じた方に対する相談窓口に

ついて（情報提供）
  今般、標記の相談窓口リストが厚生労働省 HPに掲載されたのでご了知願いたい。

URL http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou28/madoguchi/index.html

（２）百日せき、ジフテリア、破傷風および急性灰白隨炎（ポリオ）4 種混合ワクチン

  『スクエアキッズ○R皮下注シリンジ』の発売について

『スクエアキッズ○R皮下注シリンジ』(製造販売元：北里第一三共ワクチン株式会社)について

は、昨年 7月 4日に薬事承認され、ジフテリア、百日せき、急性灰白隨炎及び破傷風の定期の予

防接種として、他の4種混合ワクチンと同様に使用できるとしていたが、今般第一三共株式会社、

ジャパンワクチン株式会社およびサノフィ株式会社により、平成 27 年 12 月 9 日より発売の旨、

情報提供があったのでご了知願いたい。

（３）「クアトロバック皮下注シリンジ」の出荷自粛要請の解除について
標記については、先月 11 月の連絡事項に出荷自粛の状況をお伝えしたところであるが、化血

研による一連の薬事承認と製造実態の齟齬は極めて重大な問題であるものの、全国各地域からの

DPT－IPV ワクチンの入手困難である等の指摘もあり、迅速に安全性・有効性を調査し、これが確

認された時点で速やかに出荷自粛要請を解除すべきであることを要請してきたが、今般厚生労働
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省が調査をした結果、クアトロバックについては、報告された齟齬や情報が製品の品質及び安全

性等に重大な影響を及ぼす可能性は低いと判断されたので、化血研以外のワクチンメーカーによ

る DPT－IPV ワクチンの今後の在庫見込み等を考慮し、発生予防とまん延防止の観点から出荷を

認め自粛を解除することと、プレスリリースされたので取り急ぎお知らせする。

＜追加通知＞ 化血研に係る定例記者会見について
一般財団法人化学及血清療法研究所（化血研）が設置した第三者委員会の調査結果が 12 月 2

日に公表され、同社の血液製剤やワクチンが薬事承認書と異なる方法により製造され、長い期間

放置されてきたこと等が明らかになり、これを受け同日日本医師会定例記者会見において医薬品

に対する信頼や、国民の健康という観点からも極めて遺憾であり、化血研には、猛省を促すとと  

もに二度とこのようなことがないよう強く要請していく旨を表明した。

12 月 2日 日本医師会定例記者会見参照

http://www.med.or.jp/nichiionline/article/004057.html

（４）「行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」の

  改正に伴う予防接種分野の対応について
予防接種分野で個人番号の利用が認められている者は、都道府県知事又は市町村に限られてい

る。予診票は診療録の控えとして医療機関に保存されている場合が考えられることから、番号

法において規定される収集、保管等が可能な範囲を超える場合に該当するため、予診票及び予

防接種済証などについては個人番号を利用しないこととしている。

詳細は、厚生労働省 HP 参照

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansensh

ou/yobou-sesshu/index.html

（５）インフルエンザ様疾患罹患時の異常行動に関する研究に対する協力について
本調査は、インフルエンザ様疾患罹患時及び抗インフルエンザ薬使用時に見られた異常な行動

が、医学的にも社会的にも問題になっていることから、その背景に関する実態把握をするため

に実施されるものであり、対象は、インフルエンザ定点ほか主に内科・小児科の約 7万医療機

関であり、インフルエンザ定点以外の医療機関については、インフルエンザ様疾患と診断され     

重度の異常な行動に加え、軽度の異常な行動につても報告を求めているものである。

報告対象期間は、平成 27 年 11 月～平成 28 年 3 月までとなる。報告様式は厚生労働省標記文

書で検索日医文書第 813 号（地Ⅲ172）に掲載

（６）世界的なポリオ根絶に向けた、不必要なポリオウイルスの廃棄について
急性灰白隨炎（ポリオ）については、世界保健機構（WHO）による世界ポリオ根絶計画が推進

されており、わが国においては、昭和 56 年以降、野生株ポリオウイルスによる症例は報告さ

れておらず、平成 27 年では世界全体でも野生株ポリオウイルスの伝播が確認されているのは、

アフガニスタン及びパキスタンのみとなっている。

  この状況を踏まえ、WHO では「ポリオ根絶・最終段階戦略計画 2013-2018」をすすめており、

WHO 加盟各国に対し不必要なポリオウイルスの廃棄とポリオウイルスを保有している施設

リス++トの提出等を求めていることから、各医療機関においても理解ご協力いただきたい。

【小児保健部】

（１）平成 28 年度草津市学校医（園医）の決定について（小児保健資料 1）

（２）草津市立学校整形外科 2 次ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞの導入について（小児保健資料 2）

（３）平成 27 年度小児救急医療地域医師研修会開催について（滋賀県医師会主催）
  日時：28 年 1月 30 日（土）16:00～17:00

会場：草津市立サンサンホール 3階 会議室

演題：「小児の発疹」

講師：小児救急医療対策委員会 委員 伊藤英介 先生

【産業保健部】

（１）長時間労働者、高ストレス者の面接指導に関する報告書・意見書作成マニュアルにつ

いて
厚生労働省労働衛生課産業保健支援室作成の報告書・意見書作成マニュアルが（「長時間労働者
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用」、「高ストレス者用」、「兼用」の３種類）作成された。

http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei12/manual.html

○マニュアルやストレスチェック制度の関係資料は以下を参照。

・厚生労働省 HP

http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei12/

・こころの耳（厚生労働省委託事業）

http://kokoro.mhlw.go.jp/

（２）産業医の選任に関するアンケート調査について
各労働基準監督署が、常時50人以上の労働者を使用する事業場（病院、一般診療所等の医療保

健業種や社会福祉施設）に対して、産業医の選任状況を把握するためのアンケート調査を行う

とのことである。ついては、平成27年12月中に労働基準監督署から所定の調査表が送付される

ので、ご了知願いたい。なお、平成28年1月29日の提出期限までに回答のない事業場に対して

は、電話連絡等により提出を促す。また、調査表の提出があった事業場のうち「法人又は事業

所の代表者を産業医として選任しており、かつ今後も代表者以外に変更する予定がない」と回

答した事業場に対して、電話連絡等により代表者を産業医として選任することが法の趣旨に合

わないこと等を2月以降に説明するとのことである。

３、平成 28 年 1 月の日程
  1 月理事会 :1 月 23 日（土）14:00～   草津栗東医師会会議室

   1 月 例 会     :1 月 30 日 (土) 14:00～ 草津市立ｻﾝｻﾝﾎｰﾙ 3 階会議室

   平成 27年度小児救急医療地域医師研修会   （主催：滋賀県医師会）

          ：1月 30 日（土）16:00～   草津市立ｻﾝｻﾝﾎｰﾙ 3 階会議室

新年懇親会 ：1月 30 日（土）18:00～    魚寅楼

４、医協連絡事項

医協事務局 年末年始休暇のお知らせ

医協事務局の年末年始休暇は下記のとおりです。

この期間は電話受付等、全ての業務を休ませていただきます。

年末年始休暇 平成 27年 12月 29 日（火）～平成 28年 1月 4日（月）

「購買課からのお知らせ」

年末年始休暇に伴い、医療用品カタログ「GooDs」の取り扱いについては下記のとおりとなります。お

急ぎのご購入については余裕をもってご利用くださいますようお願いいたします。

ご注文日 受付日

平成 27年 12 月 28 日（月）15時まで 通常受付（当日受付）

平成 27 年 12月 28 日（月）15時以降～

平成 28年 1 月 4 日（月）まで
平成 28年 1 月 5 日（火）受付

平成 28年 1 月 5 日（火）～ 通常受付

創立 50 周年記念式典のお知らせ

当組合はおかげさまで、昭和 41 年の創立以来 50 周年を迎えるに至りました。つきましては

下記のとおり、創立 50周年の記念講演・記念式典ならびに祝賀会を開催いたします。

日時 平成 28年 5月 21 日（土）

場所 大津プリンスホテル

講演会

淡海 2F 午後 3時から午後 4時 30 分まで

講師：宮崎哲弥氏

演題：どうなる日本!?日本の未来を語る
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記念式典
淡海 2F 午後 4時 40 分から午後 6時 10分まで

能楽祝舞「高砂」～式典

祝賀会 プリンスホール 午後 6時 30 分から午後 8時 30 分まで

詳細については平成 28年 1月初旬に郵送にてご案内させていただきます。なお、ご出欠につ

いては、同封用紙にて 1月 29 日（金）までにご回答ください。

なお、第 50期通常総代会は平成 28年 5月 29 日（日）に開催されます。
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